
令和６年度 学校いじめ防止基本方針 

                                                                令和６年４月１日 

奥出雲町立仁多中学校  

 

１ いじめの定義（いじめ防止対策推進法 第一章 第二条） 

   「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童

等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インタ

ーネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身

の苦痛を感じているものをいう。 

 

２ いじめ防止に向けての基本的な考え方 

   いじめは、いじめを受けた生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成

長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じ

させるおそれがあるものである。島根県いじめ防止基本方針にあるように、「いじめはどの

学校にも、どのクラスにも、どの子どもにも起こりうる」という基本認識に立ち、すべての

生徒が安全で安心に学校生活を送る中で、様々な活動に意欲的に取り組み、一人一人の個性

や能力を十分に伸張することができるよう、いじめのない学校づくりに全力で努めていかな

ければならない。 

   本校では、家庭、地域、関係諸機関との連携のもと、いじめの未然防止及び早期発見に取

り組み、いじめが発生した場合は適切かつ迅速にこれに対処するため、仁多中学校いじめ防

止基本方針を定める。 

 

３ いじめ防止のための教職員の資質向上と保護者・地域への啓発 

   いじめ防止のためには、教職員がいじめを絶対に許さない確固たる信念をもち、いじめを

鋭く見抜き、いじめを防止するための具体的な行動をとるための判断力や指導力を高めなけ

ればならない。そのため、教職員の資質の向上に向けた適切な研修等を計画的に行う。また、

いじめ防止においては、保護者・地域の理解と協力を得て連携して取り組むことが重要であ

る。保護者に対して、いじめを防止することの重要性について理解を深める啓発を行うとと

もに、インターネット等を通じて行われるいじめを防止し、効果的に対処することができる

よう必要な啓発を行っていく。 

 

４ いじめ防止のための校内組織 

   いじめ防止等に組織的に対応するため、いじめ防止対策委員会を設置し、基本方針に基づ

く取組の実施、進捗状況の確認、定期的検証を行う。必要に応じて委員会を開催する。構成

員は以下のとおりとする。 

    ○いじめ防止対策委員会 

   ＜構成員＞ 校長、教頭、教務主任、生徒指導主事、教育相談担当、人権・同和教育主任         

養護教諭 

 

５ いじめの未然防止の具体的な取組 

   いじめを防止するには、すべての生徒がいじめに巻き込まれる可能性があるものとして全

員を対象に未然防止の取組を行うことが最も有効な対策である。そのためには、生徒一人一

人の自己有用感を高め、認め合える風土を醸成していくことが大切である。以下の事項に重

点的に取り組む。 



 （１）生徒が学びがいと楽しさを感じながら展開する授業のプランニング 

    ○効果的なグループ活動による展開を実施し、生徒の主体的な学びを促す 

    ○本時の流れを始業時に明確にし、学習の見通しを持たせる 

    ○学習に効果的な教材を開発する 

    ○意見を発表し合い、学び合う場面を設定する（言語活動の充実） 

 （２）学習規律の徹底（基礎的・基本的な知識･技能を習得させる取組） 

    ○チャイム着席 

    ○始業終業時の立礼 

    ○Ｔ・Ｔ、少人数指導、学習支援員による指導形態を工夫する 

    ○"自学ノート"を活用することで、家庭学習の定着を図る 

 （３）人権・同和教育、道徳教育の充実 

    ○全教育活動を通じた人権・同和教育、道徳教育の充実を図る 

    ○人権集会の実施をとおし、人権意識の高揚を図る 

 （４）心豊かな集団づくり 

    ○諸活動において班活動を重視し、協力や責任を持たせる 

    ○話し合い活動、学級会活動を充実する 

 （５）ふるさと教育の充実 

    ○総合的な学習の時間を使い、学年毎に系統的な学習を実施する 

     （１年：地域調べ ２年：職場訪問 ３年：職場体験） 

    ○地域の素材を道徳の資料として取り上げ､地域について理解を深める 

    ○地域の伝統行事に積極的に参加する 

 （６）生徒会活動の充実 

    ○学校行事（体育祭・３年生を送る会）等を主体的に運営する 

    ○日常の委員会活動を充実する 

 （７）基本的生活習慣の確立 

    ○メディアと適切に接する 

    ○インターネット、ＳＮＳ等を適切に使用する 

 

６ いじめの早期発見の取組 

   早期発見の基本は、生徒のささいな変化に気づくこと、気づいた情報を確実に共有するこ

と、情報に基づき速やかに対応することである。そのためには、教職員がこれまで以上に意

識的に生徒の様子に気を配り、いじめを見抜く目を養うことが重要である。併せて定期的な

面談や各種アンケート調査を併用する。なお、調査結果等を行った際は、分析に基づく効果

的な対応と検証を行うものとする。 

 （１）全クラス朝終礼時や授業中などの観察 

    ○朝の健康観察の際の表情、声がけ          

    ○授業中の取組の様子 

        ○生活ノート「あゆみ」による状況把握      

    ○保健室における相談等 

 （２）個人面談（教育相談）の実施 

    ○教育相談週間の設定（５月、１１月） 

  （３）生活振り返りアンケートの実施 

        ○月初めに実施（毎月） 

 （４）生活実態アンケートの実施 

    ○各学期１回実施（４月、１０月、１月） 



 （５）ＱＵ調査による学級集団状況調査 

    ○年間２回実施（６月、１１月） 

  （６）家庭との連携 

        ○保護者面談（５月） 

    ○保護者からの情報提供 

 

７ 発見したいじめへの組織的な対応 

   いじめの疑いがあるような行為が発見された場合、校長のリーダーシップのもと、「いじ

め問題対策委員会（後述）」が中心となり、事実関係の把握、被害生徒のケアや加害生徒の

指導など、問題の解消までを行う。なお、いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものと

認められる場合には、奥出雲町教育委員会と連携を図り、三成広域交番と相談して対処する。

また、生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがあるときは、直ちに警察署

に通報し、適切な支援を求める。 

    ○いじめ問題対策委員会 

  ＜校内構成員＞ 校長、教頭、教務主任、生徒指導主事、教育相談担当、該当学年主任 

          該当学級担任、人権・同和教育主任、養護教諭 

  ＜校外構成員＞ スクールカウンセラー、教育委員会指導主事、関係機関の助言者等 

 

 （１）いじめ発生を確認した際の対応・・・別紙 

    ※Ｈ24 年３月島根県教育委員会作成「いじめ問題対応の手引き」Ｐ28～ 第４章「いじ

めへの対応」に準じる。 

 （２）いじめ対応の留意点 

    ①いじめを発見した場合は、まず、被害生徒の安全を確保するとともに、校長に報告す

る。 

    ②校長は、いじめの報告を受けた場合は、いじめ問題対策委員会を招集し、適切な役割

分担を行い、被害生徒のケア、加害生徒等関係者の聞き取り等を行い、その後の対応

方針を決定する。 

    ③いじめられた生徒のケアは、管理職、養護教諭、スクールカウンセラー、その他専門

的な知識のある者と連携した対応を図る。 

    ④いじめが確認された場合は、被害・加害生徒ともに保護者に事実関係を伝え、保護者

への助言を行いながら家庭と連携を図り問題の解決にあたる。また、事実確認により

判明した情報は適切に提供する。 

    ⑤校長は、必要があると認めるときは、いじめを行った生徒についていじめを受けた生

徒が使用する教室以外の場所において学習を行わせる等、いじめを受けた生徒等が安

心して教育を受けられるようにするために必要な措置を取る。 

    ⑥校長は、生徒がいじめを行っている場合に教育上必要があると認めるときは、学校教

育法第十一条の規定に基づき、適切に、当該生徒に対して懲戒を加える。 

    ⑦いじめの問題への対応は、いじめの問題を自分たちの問題として受け止め、主体的に

対処できる生徒の育成をめざしたものとする。 

    ⑧いじめが「解消している」状態とは、少なくとも次の２つの要件が満たされている必

要がある。ただし、これらの要件が満たされている場合であっても、必要に応じ、他

の事情も勘案して判断する。 

○いじめに係る行為が止んでいること 

被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為が止んでいる状態が、相当

の期間継続していること。この相当の期間とは、少なくとも３か月を目安とする。 



○被害生徒が心身の苦痛を感じていないこと 

            被害生徒がいじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められる必要があ

る。被害生徒本人及び保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談

等により確認する。 

    ⑨いじめが「解消している」状態とは、あくまで、一つの段階に過ぎず、「解消してい

る」状態に至った場合でも、いじめが再発する可能性が十分にあり得ることを踏ま

え、当該いじめの被害生徒及び加害生徒については、日常的に注意深く観察する。 

 

８ 重大事態への対応 

 （１）重大事態の定義 

     次のいずれかに該当する事案が発生した場合は、法第２８条第１項に規定する「重大

事態」としてすみやかに対処する。 

    ①いじめにより当該学校に在籍する生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑

いがあると認めるとき。 

    ②いじめにより当該学校に在籍する生徒が「相当の期間」学校を欠席することを余儀な

くされている疑いがあると認められるとき｡ 

    ③生徒や保護者からいじめにより重大事態に至ったという申し立てがあったとき。 

 

 （２）重大事態の報告 

     学校は、すみやかに奥出雲町教育委員会に報告する。調査主体を学校とするか、奥出

雲町教育委員会とするかを協議する。 

 （３）事実関係を明確にする調査の実施 

     教育委員会が調査主体を学校とした場合は､学校に設置している「いじめの防止等の

対策のための組織」を母体とし､当該重大事態の状況に応じて専門家を加えてすみやか

に調査を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

いじめ発生を確認した際の対応図 
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